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学位授与機構における学位取得者の意識と動態
―学位取得者のフォローアップ調査を中心に―

橋本　鉱市*・森　利枝**・濱中　義隆**

1．はじめに

学位授与機構は国立学校設置法に基づき平成3年7月に設置され，学校教育法第68条の2第3

項に定めるところにより，学士・修士・博士の学位を授与している。これは，［1］短期大学・

高等専門学校卒業者等が大学においてさらに一定の学修を行った場合の学士の学位の授与と，

［2］学位授与機構の認定する教育施設（省庁大学校）の課程の修了者に対する学士・修士・博

士の学位の授与，の２種類に分けられる。本稿の目的は，［1］のカテゴリーにおける学位授与

者を対象とする学位取得後のフォローアップ調査の分析であり，彼らの学位取得後の動態と学

位取得に対する意識などの考察をもとに，学位授与機構による学士ひいては「学位」の，社

会・職場での意味を考察する。

さて，後段でも触れるように，［1］のカテゴリーにおける学士の授与は平成4年度から開始

され，当初申請者5名，授与者3名と微々たるものであったが，平成10年度には申請者1,563名

（累計のべ5,231名），授与者1,418名（累計のべ4,607名）と急速な拡大を遂げてきた（図表2－

3，参照）。このうち，平成6年度まで，ならびに平成9年度までの申請者・授与者に関する考察

は，学位授与直後の簡単なアンケート調査（以下，「直後調査」と略記）を中心として，すでに

本誌でもすでに報告したきたが 1，本稿では発足時から平成9年度までの学位取得者3,189人を

対象として，平成10年10月に実施した「学位授与者に対するフォローアップ調査」（以下，「フ

ォローアップ調査」と略記）を中心に，彼らの学位取得後の動態と意識を考察する。

具体的には，機構の学位授与の仕組みとプロセスを概観し，学位取得者のプロフィールを整

理した後（第2章），上記の「フォローアップ調査」から，学位取得者の現況と学位取得の意識

を考察し（第3章），「直後調査」も利用して学位取得者の動態と意識の変容を分析する（第4章）。

さらに，フォローアップ調査での「自由記述」回答から，学位授与機構の学士制度を様々なフ

ェーズで考察し（第5章），そうした自由回答を学位取得者を基礎資格・専攻分野によるサブ・

グループ毎に詳細に分析し，今後の課題を摘出する（おわりに）。
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2．学位授与機構の学位授与の仕組みとプロセス

学位授与機構の行う学位の授与の詳細な仕組みや規定に関しては，機構の概要などを参考に

されたいが 2，ここでは［1］のカテゴリーの学士授与の申請から授与に至るプロセスを簡略に

説明しておきたい。図表2－1に，学位申請が可能な「基礎資格」とその後の学修要件を，また

図表2―2に基礎資格該当後の「単位修得」の方法，審査を経てから学位授与までのプロセスを

以下に示した。

まず，機構に申請できるのは，高等教育におけるまとまった学修を終了した基礎資格を有す

る者に限られている。基礎資格は大きく3つに区分されており，〔第1区分〕として，修業年限2

年の短期大学を卒業した者・高等専門学校を卒業した者，〔第2区分〕として，修業年限3年の

短期大学を卒業した者，これは，保健医療分野の養成機関の卒業生などである。また，〔第3区

分〕として，大学に2年以上在学し62単位以上を修得した者として，4年制大学の教育課程の半

分，すなわち第1区分の2年制短大や高専の卒業者と同等の者，という区分になっている。

つぎに，こうした基礎資格を有する短大・高専の卒業生などが「学士」を取得するには，4年

制大学の学生と同等の学修を積み重ねる必要があるわけであるが，4年制大学の卒業要件は4年

以上にわたり124単位の修得を要件としているゆえに，2年制短大や高専卒業者の〔第1区分〕

のものは，さらに2年以上にわたり62単位以上，また，3年制短大卒業の〔第2区分〕のものは，

1年以上にわたり31単位以上，の学修が必要とされている。また，〔第3区分〕のものは，基礎

資格に該当する大学に在学した期間および修得した単位を含めて4年以上にわたり124単位以上

となっている。

こうした単位を学修を積み重ねる場合には，基本的には，機構が認定した短期大学・高等専

門学校の専攻科や大学における科目等履修等など，さまざまな学修の形態が可能ではあるが，

「学士」という学位のクオリティーを確保するために，いずれの者も，大学での16単位以上の

修得が不可欠の要件としてる（大学の単位には，大学通信教育，大学院の単位を含む）。また，

機構が授与する学士の専攻分野としては，図表2－4にあるように，26分野にわたっている。

機構への申請は，毎年2回，4月と10月の一定期間内に受け付けて，それぞれ半年の審査を経

て，9月と3月に，学士を授与している。ただし，機構が認定した短大・高専の専攻科（以下で

は，「認定専攻科」と略称）に在籍している学生は，「見込み申請」という形で，最終学年の10

月に申請を出して，認定専攻科修了時の3月に，学位を取得することができる仕組みになって

いる。後で考察するように，この認定専攻科の「見込み申請者」は授与者のかなりの割合を占

めている。 （橋本）
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図表2－1：基礎資格，およびその後の学修の要件（平成11年度より適用）

図表2－2：学位授与までのプロセス

（注1）外国において学校教育における14年の課程を修了した者を含む。

（注2）旧国立工業教員養成所を卒業した者，旧国立養護教諭養成所を卒業した者および外

国において学校教育における15年の課程を修了した者を含む。

（注3）平成11年度からの適用。

（注4）大学院在学者は申請可能だが，現に大学に在学するものは申請できない。

（注5）大学の単位には，大学通信教育，大学院の単位を含む。

（注6）大学院の在学期間を含む。
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3．学位取得者の動態と意識

3.1 フォローアップ調査の概要

フォローアップ調査の対象者は，平成9年9月授与までの（第1項）学士学位授与者全員，の

べ3,189名である。ただし，ひとりの授与者が複数の学位を機構から得ている場合もあるので，

対象の実数は3,189名を下回る。なお，このような複数の学位をもつ授与者に対しては，学位の

数に相当する調査票を送付し，おのおのの学位取得の意識について回答するよう求めている。

調査は郵送法により，発送は平成10年10月下旬，回収締め切りは11月末日とした。

質問内容は，1．学位申請時から現在の状況について，2．学位を取得するまでのことについ

て，3．機構の学位授与制度についての3分野に関してである。なお，この調査票は稿末に資料

として掲げている。

回収結果は，有効発送数　2,861通に対し，回収数　1,291通（回収率　45.1%）であった。こ

の結果を，学位授与期ごとに分けて示したの図表3－1である。なお，ここでいう有効発送数と

は，授与者の転居先不明などの事由により，調査票が本人に届かず返送されてきた非到達数を，

発送数からのぞいた数である。図表3－1からは，概して授与からの年数を経るほど，機構から

の連絡がとれない授与者の割合が大きくなっていることがわかる。このことからは，本調査の

ような機構から授与者への接触を頻繁におこなう必要があることが指摘できる。また同表から

は，各年度ごとに見ると，9月に授与された集団の回収率のほうが，3月に授与された集団の回

収率をつねに上回るという顕著な特徴も見て取れる。

（森）
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3.2 授与者のプロフィール

さて，今回のフォローアップ調査が対象とした平成9年度後期までの学位授与者3,189名は，

女性が5割3分と女性の方が過半数となっている。平均年齢としては25歳前後であるが，中央

値・最頻値ともに22歳で，先にも触れたように，これは短大・高専卒業生らの見込み申請者が

多いことを示している（図表3－2参照）。

また授与者の基礎資格としては（図表3－1の縦罫，参照），平成９年度末現在では，先の基

礎資格表（図表2－1，参照）にあげた「外国での課程修了者」や，「旧工業教員，旧養護教諭

養成所卒業者」はおらず，35％が，「2年制短大卒業者」，「高専卒業者」が30％，「3年制短大卒

業者」が30％といったように，短大・高専卒業を基礎資格とする者が，併せて全体の9割5分

を占めている。その他に，「大学中退」（2.3％），「大学卒業」（1.3％），「大学院飛び級」（0.9％）

などを基礎資格とする者も全体の5％弱ほどいることがわかる。

次に，申請区分としては（横罫，参照），「一般申請」が全体の4割ほどであるのに対し，先

ほども触れたように，「見込み申請」者が6割を越えている。

基礎資格と申請区分との関係としては，高専卒業生のほぼ全て（97.5％），２年制短大卒業生

の8割（81.9％）が見込み申請であり，他方３年制短大卒業生のほとんど（92.9%）が一般申請

である。このカテゴリーの者は，後段で考察するが，看護・保健衛生分野での有職者が多いた

めである。

次に，申請者は26の「専攻分野」のうち一つを選択して申請できるわけだが，その専攻分野

には基礎資格ごとに顕著な偏りが認められる。２年制短大卒業者では，「芸術」，「人文社会系」，

「家政」，「教育」，「工学」の5分野，高専卒業者では，そのほぼ全てが「工学」，３年制短大卒

業生は「保健衛生」と「看護」に2分されている。したがって，授与者を基礎資格と専攻分野

でグルーピング化すれば（図表3－4，参照），1２年制短大：「人文・社会系」（授与者全体の

うち4.7％，以下同様），2２年制短大：「工学」（2.1％），3２年制短大：「家政系」（4.6％），

4２年制短大：「教育」（2.5％），5 ２年制短大：「芸術」（21.7％），6高専：「工学」

（29.6％），7３年制短大：「看護」（11.9％），8３年制短大：「保健衛生」（18.1％），9大学

卒業・中退（3.6％），!0大学院飛び級（0.9％），!1その他（0.2％）の11グループに大きく分け

られる。ここで，9から11のカテゴリーは，分野が多岐に渡っているため，細かく分類してい

ない。
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以上が，平成9年度末までの学位取得者3,189名全員の基本的なプロフィールであるが，以下

では，フォローアップ調査を中心に，彼らの学位取得後の動態と学位取得の意識に関して細か

く分析していく。

3.3　授与者のプロフィール

まず，学位取得後の動態について，見ておこう。

フォローアップ調査では，問1で「学位授与の申請をした時の職業等」を，問2で「現在の職

業等」を尋ねている。申請時点からアンケート調査時点までのキャリア・パスは不明ではある

が，学位申請時から現在までの移動を大まかに知ることができる。

図表3－5によれば，まず，学位申請時で会社員などすでに何らかの職業に就いている者は，

このアンケート調査時点でも，同一の業種についているものがほとんどである。また，専攻科

の学生などは，「見込み申請」によって学位申請が可能なので，学位申請時には，「学生」身分

の者が多いだが，学位取得後に約半数が会社員などに就いている一方で，大学院に進学してい
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る者も少なくないことがわかる。

3.4 学位取得の意識

次に，学位取得の意義について分析してみよう。フォローアップ調査では，「学位を取得した

ことはどのような意味がありましたか」と，学位取得の意味について11項目にわたり尋ねてい

るが，それらを因子分析（主成分分析）した結果，4因子が得られた（図表3－6，参照）。第1

因子は，「職場での評価・地位・給料が上昇した」，「就職や転職に有利だった」「まわりから

「大卒」として扱われるようになった」という項目であり，いわば，「キャリア・アップ」とい

う職業上での達成を示している。第2因子は，「その後の人生の励みになった」，「自分自身への

自信がついた」という「自己評価」の向上という因子であり，また第3因子は「仕事上での専

門的知識が増えた」，「幅広い教養や知識が得られた」，「仕事上での自信がついた」という項目

であり，仕事上で必要な知識や教養が得られたという意味で「仕事上での知識」面でのメリッ

トと名づけられよう。第4因子としては，「大学院などへの進学に役立った」，「将来の進路に選

択の幅が増えた」，「資格試験が受験できるようになった」というように，将来の「選択肢の拡

大」という面での効果である。

以下では，それぞれの因子ごとに，上記の11グループ間での差異を分析してみよう。

3.4.1  「キャリア・アップ」（図表3－7）

全体としては，3割から4割弱のものが，職業的な達成の面では学位の意味があったとしてい

る。とくに，「工学」系（2 ２年制短大と6高専）が「大卒扱い」の割合が高く，これは就職

時点で，新規大卒と同等の扱いをされた経験から来るものかもしれない。またその一方で，7

３年制短大の保健衛生学の取得者では，どの項目でも2割を切っており，職場でのメリットが

低いことが見て取れる。おそらく，このパラメディカルの職場では，４年制の保健衛生系の大

学卒業生がほとんどおらず，その意味で「大卒」という比較対照群が存在しないこと，またす
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でに有職者が多く転職するとしても異業種間への移動はほとんどなく学位があまり意味を持た

ないこと，などの理由によるものと考えられる。

3.4.2  「自己評価向上」（図表3－8）

次に，自己評価の向上という側面に関しては，どのグループも多くの者が，学位の取得が，

自分への自信が増し，今後の人生の励みになるなど，極めてポジティブな回答を返してきてい

る。ただし，6高専：「工学」と5 ２年制短大：「芸術」のグループの者は，他のグループ

に較べて，そうした意見を持つ者の割合は高くはない。どちらのグループもそのほとんどが，

「専攻科」経由の学生が多く，その意味では，他のグループに較べて，学位を取得したという実

感が薄いことが原因となっているのかもしれない。
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3.4.3  「仕事上での知識」（図表3－9）

仕事上での知識拡大というメリットの面では，グループごとのバラツキがめだつ。まず「幅

広い教養や知識が得られた」という項目に関して言えば，これは一般的な教養というよりは，

仕事に役立つという意味での教養や知識と考えられるが，「大学院飛び級」が低いが，このグル

ープはまだ大学院（博士課程など）に在籍しているものが多く，実質的に職業的な経験がない

ため，職業上の知識や教養といったリアリティが低いためと考えられる。また，「仕事上での自

信」と「仕事上での専門的知識」については，どのグループも同様の傾向を示しているが，全

体としては，半数の者が学位取得がそれらの向上に寄与したとしている。特に，4 ２年制短

大：「教育」や，7 ３年制短大：「看護」と8３年制短大：「保健衛生」のグループでは，

肯定的な意見が多く，それらの専門職の業種では単位履修の過程で得られた知識などが実際の

業務に役立っていると捉えられているものと考えられる。一方で，5 ２年制短大：「芸術」と

6高専：「工学」などが他のグループよりも割合が低いが，5 ２年制短大：「芸術」の場合に

は，学位自体が芸術的な知識に結びつくとは考えにくく，また高専の場合には，大学院に進学

して実際上の仕事についていないものも少なくないことや，専門的な知識を重視して人文系の

幅広い教養への志向が弱いことからくるのかもしれない。

3.4.4  「選択肢の拡大」（図表3－10）

進路面でのメリットとしては，どのグループも将来の「進路選択が広がった」と答えるもの

の割合が6割近くを超えており，特に，7 ３年制短大：「看護」のグループでは8割を越えて

いる。看護の領域では，看護大学や大学院などが拡充されてきており，その意味ではそうした

方面への選択肢も今後増えることへの期待も含まれているものと考えられる。「大学院進学」と

「資格試験受験」の項目では，該当しない者をのぞいているため，どのグループも1割から3割
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程度となっているが，すでに専門職として職業資格を有している7 ３年制短大：「看護」と8

３年制短大：「保健衛生」の分野のグループでは資格試験受験のメリットが低く，４年制大学

卒業生と同等に大学院進学が可能となり，実際にもそうした進学者が少なくない6高専：「工

学」では，大学院進学のメリットをあげる者が多いことがわかる。

つぎに，学位取得の意味に関する項目を以上の4因子へと集約した上で，これを非説明変数

として，学位取得者の属性に関する変数群を説明変数へ投入した重回帰分析を行った。その結

果が図表3－11である。

全ての因子で，基礎資格―専攻分野のタイプが規定力を有していることがわかるが，それぞ

れをみてみると，基準変数とした6高専：「工学」がそれぞれの因子において特徴的な傾向を

見せているためと考えられる。たとえば，第2因子「自己評価」では，そのほとんどの基礎資
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格―専攻分野のタイプが有意な規定力が認められる結果となっているが，これは6高専：「工

学」が，「自己評価」の側面で他のタイプに比べて非常に低い評価を与えており，その差が表さ

れているものと考えられる。

他の変数の規定力をみてみると，第1因子「キャリア・アップ」では，男性のほうが，年齢

が低い（若い）ほうが，また学位を取得してから年数を経ているものほど，職業面での達成感

が高いことがわかる。第2因子「自己評価」に関しては，有職者の方が自己評価面での向上を

あげるものが多く，第3因子「仕事上の知識」でのメリットの点では，年齢が高い（年長者）

の方が，学位取得が仕事上での知識獲得につながりやすいことがわかる。第4因子「選択肢の

拡大」では，男性の方が，また有職者の方が，学位のメリットを感じやすい結果となっている。

3.4.5 学位取得の満足度

次に，上記の11グループごとの，学位取得の満足度に関して分析してみよう。フォローアッ

プ調査では，「あなたの学位取得に対する現時点での満足度」について，5段階で評価させてい

るが，11グループごとにその満足度をみたのが図表3－12である。

全体としては，8割以上の者が，「満足」しており，非常に学位取得の満足度は高いと言えるだ

ろう。ただし，グループごとの満足とには，大きな差が表れている。

図表3－13に，10点の尺度に得点化し（「大変満足」を10点，「まあ満足」を8点，以下同様），

各グループごとの平均を示したが，Leveneの等分散性の検定では，等分散性が成り立っている

と考えられるので（検定統計量F=0.805，有意確率＝0.624），「満足度」について11グループ間

での分散分析をした結果，有意な差があることが認められた（p<0.001）。そこで，Tukeyの方法

による多重比較（Tukey HSD）を試みたところ，満足度に有意な差があるグループ間としては，

6高専：「工学」と4 2年制短大：「教育」，6高専：「工学」と7 3年制短大：「看護」，6
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高専：「工学」と9大学卒業・中退，5 ２年制短大：「芸術」と4 ２年制短大：「教育」，5

２年制短大：「芸術」と7 ３年制短大：「看護」，5 ２年制短大：「芸術」と9大学卒業・中

退，8 ３年制短大：「保健衛生」と9大学卒業・中退，の7組であった（有意差を10％までと

すると，8３年制短大：「保健衛生」と5 ２年制短大－教育の組も入る）。

つまり，下位3グループと上位２グループ（7 ３年制短大：「看護」はサンプル数が多いた

めにそれぞれとの差が有意となっているものと考えられる）との「満足度」の間には，有意な

差があることがわかる。

3.5  「学士」の社会的評価

次に，機構による「学士」の実社会での評価について，フォローアップ調査では，「授与され

た学位は，社会的にはどう扱われていると思いますか」として，大学卒業以上，大卒と同等，

大卒と高専・短大との中間，高専・短大と同等の4レベルに当てはまるものを選択させている

が，その結果を示したのが，図表3－14である。ここでも，基礎資格―専攻分野ごとにバラツ
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キはみられるものの，全体としては約3分の1のものが「大卒同等」と回答し，4割以上が大卒

と高専・短大の中間としている。なお，「その他」と回答しているものの具体的な回答としては，

学位授与機構の学士学位自体があまり認知されておらず比較できないなどといった内容である。

なお，上記の学位取得の満足度とクロスさせてみると，大卒以上，大卒と同等，大卒と高

専・短大，高専・短大と同等の順で，満足度が低くなっていることがわかるが，この結果は，

ある意味では，当然のこととも言えるだろう（図表3－15）。

3.6 今後の計画

さて，今後の予定についても尋ねているが，現職との関係では，図表3－16のような結果が

得られている。ほとんど，現在の職業からの移動は予定されていないように見えるが，大学院

在籍（修士課程の者）は3割以上の者が引き続いて大学院（博士課程）への進学を計画してお

り，全体でも1割弱のものが大学院への進学を予定していることがわかる。大学院進学は，機

構の学士が最も有効に発揮できるルートと考えられ，その意味では，学士の取得が意味があっ

たことを示唆している。
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3.7 まとめ

以上，「フォローアップ調査」のデータをもとに，基礎資格―専攻分野を操作的にカテゴリー

化した11グループごとに，現時点での学位取得者のスタティックな現況と学位取得の意味につ

いて分析を進めてきた。ここまでの知見を要約するとすれば，学位取得者の現況としては，学

位取得からのキャリア・パスは不明ではあるが，大まかな移動からすれば他業種間の移動はあ

まり見られないものの，専攻科の学生などの大学院への進学者は少なくない。また，学位取得

の意義の分析からは，「キャリア・アップ」という職業上での達成感，「自己評価」の向上，仕

事上で必要な知識や教養の獲得，将来の「選択肢の拡大」という面での効果などの点で，学位

を取得した効果があったようだが，いずれの点でも11グループごとに，少なからぬ差異が認め

られた。これは，基礎資格―専攻分野ごとの特徴によるものであることは言うまでもないが，

同時にそうした相違は専攻分野ごとの労働市場のメカニズムや雇用形態などと深く結びついて

いるものと考えられる。また，学位取得の意義の相違は，その「満足度」の差に顕著に表され

ているものと考えられるが，そうした差が生じる理由に関しては，次章で「学位取得の動機」

などとの関連から，その一因を探る。機構の学士学位の社会的評価としては，約3分の1のもの

が「大卒同等」，4割以上が大卒と高専・短大の中間としており，学位授与機構が発足してまだ

間もなく，社会的認知も低いにも関わらず，ある意味では，相当の評価を受けているとも言え

るだろう。学位取得の満足度との関連で言えば，高い社会的評価を受けていると答えているも

のほど，満足度が高い結果となっている。今後の計画としては，大学院進学を希望する者が1

割以上おり，機構が授与した学位が効果的に機能していることをうかがえる。

さて，本章では，「フォローアップ調査」によって，学位取得者の現況について考察してきた

わけだが，次章では，先にも触れたように，学位取得直後に行っているアンケート調査（「直後

調査」）によるパネルデータを利用して，学位取得時点から現時点までの変容について，より詳

細な分析を試みる。 （橋本）

４．学位取得の目的別にみた学位取得に対する評価

4.1 「目的達成度」としての学位取得の評価

前章で明らかになった11グループ間での学位取得の意味（問3）に対する回答傾向の違いは，

それぞれのグループ（主に専攻分野）における学士の学位に対する「平均的な」評価があらわ

れていると考えられる。いいかえれば，それぞれの分野における，機構が授与した学位の「社

会的位置付け」を示しているといってもよい。それゆえ，あまり評価が芳しくない印象を受け

る項目も少なからず存在している。しかしながら，同一のグループ内であっても，そもそも学

位授与機構において学士を取得しようとした目的は多様であってよい。つまり，「自己評価」に

関する項目についてはともかくとしても，その他の職業に関する項目，あるいは進学や資格取

得に関する項目については，あらゆる人が同じように満足している必要は必ずしもないのでは

ないだろうか。たとえ全般的な（アグリゲートされた）評価は低調であるとしても，各人の学
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士取得の目的に応じて評価されているとするならば，その人にとっては学士を取得したことに

よって十分に目的が達成されているのだと考えられる。本章では，こうしたより個人的なレベ

ルで学位授与機構における学士取得が評価されているのかを検証する。前章における分析が

「マクロ」レベルでの学士の評価を対象にしているとするならば，本章の分析は「ミクロ」レベ

ルでの学士取得の評価であるといってよいだろう。

「1．はじめに」にも記されているように，学位授与機構では学位授与直後に授与者全員に対

してアンケート調査（「直後調査」）を実施している。「直後調査」の内容，および分析結果につ

いては，すでに本誌において2度報告されているので，そちらを参照して頂きたい。その「直

後調査」において，学位取得の動機について尋ねており，各人がどのような目的を持って学位

を取得しようとしたかを知ることができる。そこで本章では，学位取得の動機ごとに，学位取

得に対する評価がどのようになされているのかを検討する。つまり，学位取得による「目的達

成度」として，問3に対する回答を読むのである。

なお本章で利用するデータは，直後調査のデータと，今回のフォローアップ調査のデータを

接合したものであり，前章で用いたデータセットとは異なるので，分析に先立ってデータの概

要を説明しておこう。本章で分析対象となるのは，フォローアップ調査の回答者1,291人のうち，

直後調査にも回答をよせた1,091人（84.5％）である。図表4－1はその内訳を申請時期別に示

したものであるが，サンプル数は若干少なくなるものの，フォローアップ調査全体の回答者の

構成比とほとんど変わらない。図表は省略するが11グループの構成比もほとんど変わらず，両

データセット間でサンプルの特徴に著しい差異はないと考えてよい。

4.2 学位取得の動機

直後調査では以下のような形式で学位取得の動機を尋ねている。
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問2－1 学士の学位を取得しようとした動機は，次のどれですか。あてはまるものにいくつでも○を

つけてください。

1 自分に有益と思われたから（生涯学習の一環として）
2 自分の仕事にとって有益と思われたから
3 就職や転職に有益と思われたから
4 進学するために必要であったから
5 資格等の取得のために必要であったから
6 その他

問2－2 特に強い理由を一つ選ぶとしたらそのうちのどれですか。（ ）

まずは，11グループ別に学位取得の動機が異なるのかどうかを確認しておこう。なお以下の

文中では，11グループを主に専攻分野の違いとして捉えているため，2 ２年制短大：「工学」

および6高専：「工学」以外のグループについては，基礎資格の表記を省略することとした。

例えば，1「人文・社会」とあるのは，1 ２年制短大：「人文・社会」をさす。図表4－2は1

～6の各項目について○をつけた者の割合を，また図表4－3は「特に強い理由」をそれぞれ11

グループ別に示したものである。取得動機としてもっとも多くの者が回答しているのは「自分

に有益だと思った（生涯学習の一貫として）」であり，6高専：「工学」および4「教育」で

他グループに比べやや低くなっているものの，全体としては80％以上の人が挙げている。した

がって「特に強い理由」についても各グループともこの項目を挙げる者がもっとも多い。「自分

に有益」以外の各項目については，グループ間で回答の傾向が異なっている。「仕事に有益だと

思った」を挙げる人は，7「看護」，8「保健衛生」に多くともに70％以上がこれを選択して

いる。これは7「看護」や8「保健衛生」において，すでに申請時に有職者であるものが多い

からであり，特に申請者の大部分が有職者である8「保健衛生」では，「仕事に有益」を特に強

い理由とする者が35％で，他のグループに比べるとかなり高い割合を示している。反対に「就

職や転職に有益だと思った」とする者は，学生の申請者が多い2 ２年制短大：「工学」，3

「家政」，5「芸術」，6高専：「工学」，!0大学院飛び級に多く，5～7割程度の人に選択されて

いる。つぎの「進学するために必要であった」は，2 ２年制短大：「工学」，3「家政」，5「芸

術」，!0大学院飛び級ではやや低いが，他のグループでは3分の1程度の人が選択している。た

だし，「特に強い理由」としてあげている人は，1「人文・社会」，6高専：「工学」で25％程

度となっているのがもっとも高く，進路の選択肢の一つとして大学院への進学を考慮している

ものの，実際に進学を強く希望していた者は2高専：「工学」を除けば少数であると思われる。

「資格取得に必要だった」は4「教育」においてのみ高く（44％）となっている。これは，学士

の学位を取得することによって，教諭一種免許状を取得することが可能になるからであろう。
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4.3 取得動機別にみた学位取得の評価

フォローアップ調査で尋ねた学位取得に対する評価の11項目のうち，学位取得の動機と対応

関係にあるのは以下の項目である。

動機 質問項目

仕事に有益→ 問3-5 仕事上での専門的知識が増えた

問3-6 仕事上での自信がついた

問3-9 職場での評価・地位・給料が上昇した

就職や転職に有益→ 問3-8 就職や転職の際に有利だった

進学に必要→ 問3-10 大学院などへの進学に役立った

問3-7 将来への進路に選択の幅が増えた

資格取得に必要→ 問3-11 資格試験が受験できるようになった　

ここからは，学位取得の動機として上記の項目を選択した者のみをそれぞれ取り出して，学

位取得の意味をどのように評価しているのかをみることにする。ただし，結果はすべて11グル

ープ別に提示し，専攻分野に固有の影響を分離して論じることを試みる。

4.3.1  「仕事に有益だと思った」（図表4－4～4－6）

まずは「仕事に有益だと思った」と回答した者についてみてみよう。ところで「仕事に有益」

には2つの要素が含まれていると思われる。一つには，学位を取得するために必要な学修の過

程において獲得された専門的な知識・技能が，仕事を遂行するうえで役に立っていると考えて

いる場合であり，もう一つは学位を取得することによって職場での評価・地位・給料などが向

上することである。前者については問3－6, 7が，後者については問3－9が対応していること

はいうまでもない。さらに「仕事に有益」の多義性として，申請時の身分が「有職者」であっ

たのか，「学生」であったのかによっても意味が異なることに注意しなければならないだろう。

申請時に「学生」であった者にとって，「仕事」とはこれから従事するであろう職業を予想して

回答したものであるのに対して，「有職者」は学位取得（申請）時に従事していた具体的な職業

を念頭において回答していると考えられるからである。そこで図表4－4から図表4－7はすべ

て有職者と学生を区別した三重クロス表とした。なお表中の数値は「おおいに当てはまる」「や

や当てはまる」と回答した者をあてはまる，「あまり当てはまらない」「まったく当てはまらな

い」をあてはまらないとして計算したものである。なお列和が10サンプルに満たないセルにつ

いては誤解を生じないようにするため，パーセンテージの表記を省略した。この点は以下すべ
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ての図表に共通である。はじめに，申請時に既に有職であった者が多い，7「看護」および8

「保健衛生」に注目すると，問3－6「仕事上の専門知識が増えた」については，ともに70％程

度が肯定的な評価をしていることがわかる。また問3－7「仕事上での自信がついた」もそれぞ

れ69.2%，57.6%が肯定的な評価をしている。7「看護」，8「保健衛生」以外のグループの有

職者についてはサンプル数がいずれも極端に少ないので確定的なことは一切いえないが，やは

りおおむね肯定的な評価を与えているといえるだろう。グループの違いを無視すれば，「仕事上

での専門知識が増えた」について44名のうち32名（72.3％）が，当てはまるとしているのであ

る。ただし「仕事上での自信がついた」は，47名中24名（51.1%）であり7「看護」，8「保健

衛生」と比べてやや低くなっている。一方，申請時に学生であった者で「仕事に有益」を学位

取得の動機に挙げたものについては，2つの質問項目ともに50％程度が肯定的評価であり，有

職者のほうが高い評価を与えていることがわかる。

このように学位取得の過程における専門的な知識の獲得については，有職者を中心に肯定的

評価を与えられている。それでは，学位取得による職場での評価・地位・給料の向上について

はどうであろうか。問3－9に対する回答は，有職者全体では21.3％のみが肯定的な評価であり，

とりわけ有職者が多い8「保健衛生」で16.6％と低い評価となっている。すでに職業に就いて

いる人にとっては，学位を取得したことによって即座に職場での地位・評価・給料が上昇する

わけではなく，この意味で「仕事に有益」であることを期待していたとするならば，現段階に

おいては期待はずれだったということになる。ただし，学位取得からの年数が1年以内の者が

8「保健衛生」では55％を占めているので，今後の動向を把握するまで，「役に立たない」と

いう判断は留保しておきたい。ここでは，むしろ学生の方が同項目に対して高い評価をしてい

ることが注目される。とくに6高専：「工学」では，50％が「職場での地位・評価・給料が上

がった」としており，おそらく初任給のアップなどの点において学位取得が有効であったと考

― 127―



えている人が半数に達しているのである。

4.3.2  「就職や転職に有益だと思った」（図表4－7）

この質問項目についても，申請時の身分によって意味が異なっていると思われる。申請時職

業が学生である場合には，主に専攻科修了時点における就職のことだと考えてよいだろう。こ

の項目についてもっとも肯定的な評価をしているのは6高専：「工学」で 47.6%，続いて7

「看護」の43.8%であった。反対にもっとも低いのは5「芸術」の25.3％である。ところで，こ

こで難しいのは「該当しない」と回答した者の解釈である。「該当しない」理由としては(1)就

職しなかった（たとえば進学に進路を変更した），(2)就職を希望したが実際には就職できなか

った，(3)学位取得とは全く関係のない就職を希望していた，などが想定される。ここでは「就

職（や転職）に有益」を学位取得の動機として挙げたもののみを分析対象としているので，厳

密には「該当しない」に相当するのは(1)のケースのみである。しかし直後調査で尋ねた学位取

得後の進路をみると，進路を変更して進学したケースだけでなく，実際には就職した者で「該

当しない」と回答しているケースが多数混在していることが判明したので，何を根拠に「該当

しない」としているのかを判断することは不可能である。そこで，ここでは「該当しない」と

した者も分母に含めた割合を提示することとした。

学位申請時点において既に有職であった場合，「就職や転職に有益」は主に転職のことを指し

ていると考えられる。申請時に有職者であった者は7「看護」，8「保健衛生」に集中している

ので，ここでは両グループについてのみ言及する。7「看護」では44.2％，8「保健衛生」で

も39.3％は「あてはまらない」としていることから，ともに（就職や）転職には役に立ってい

ないと考えている人が多い。ただし，この両者では明確に異なる特徴も見られた。⑧「保健衛

生」では，47.2％の人が「該当しない」と答えており，学位申請時には将来の転職を視野に入

れていた人でも，実際に学位取得後に転職をした者は少ないようである。一方，7「看護」の

場合では，「該当しない」と回答した者は19.2％であり，実際に転職した者もかなり存在すると

思われる。また，役に立った(あてはまる)と回答する者も36.5％となっており，8「保健衛生」

の13.5％を大きく上回っている。
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4.3.3  「進学するために必要だった」（図表4－8，4－9）

学士の学位を取得することが，もっとも直接的に意味を持つのは，大学院の入学資格を得る

ことである。したがって「進学に必要」を動機として学位を取得した者の多くは，「大学院など

への進学に役立った」と考えている（図表4－8）。とくに6高専：「工学」では84.7％が「役

に立った」としており，実際に大学院に進学した人が多いと考えられる。一方，7「看護」や

8「保健衛生」では，「役に立った」とする人がともに45％程度で，他のグループと比較する

と低い割合になっているが，それは「該当しない」，つまり実際にはフォローアップ調査回答時

までに進学していない者が多いからであることは明らかである。問3－10「大学院などへの進

学に役立った」と問3－7「将来の進路に選択の幅が増えた」は類似の回答傾向を示すことが，

3.4における因子分析によって示されているので（図表3－6），「進学に必要」を取得動機にし

た者について「将来の進路に選択の幅が増えた」に対する回答もあわせてみておこう。図表

4－9によると，全体では89.2％，7「看護」や8「保健衛生」でも90％以上の者があてはま

ると回答している。つまり，現時点においては実際に大学院などへ進学していないとしても，

「進学に必要」を取得動機とした人は現在も｢進学｣を可能な進路の一つとして捉えていることを

示しているのである。また，実際に大学院へ進学した人が多い6高専：「工学」などにおいて

も大部分の人が進路選択の幅が広がったと考えていることからも，学士の学位を取得したこと
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によって広がる「進路選択の幅」とは多くの場合，大学院に進学することであると考えてもよ

いだろう。

4.3.4  「資格等の取得のために必要だった」（図表4－10）

「資格取得に必要」を学位取得の動機に挙げた者はそもそも少数であるため，ここでは11グ

ループ別に集計することは断念し，全体の値のみを示すことにする。「資格取得に必要」を学位

取得の動機とした者のうち，「資格試験が受験できるようになった」としたものは38.1％と3分

の1強にとどまった。ただしここでも「該当しない」が28.6％いることに注意しなければなら

ない。フォローアップ調査における資格に関する質問項目は，「資格試験が受験できるようにな

った」であるが，教諭一種免許状や学芸員などのように学士の学位を取得することによって取

得できる資格（もちろん取得に必要な科目を大学，認定専攻科などにおいて履修していること

が前提であるが）については，この質問項目に

「該当しない」からであると考えられる。4「教

育」や5「芸術」において「資格取得に必要」

を動機に挙げた者の中には，これらの資格を取

得することを目的にする者が多く含まれている

ため，結果として資格試験が「受験できるよう

になった」者が少なくなったのではないかと思

われる。学位の取得と職業資格との関係につい

て整理することは今後の課題としたい。

4.4 学位取得に対する全般的な満足度の変化

直後調査では，フォローアップ調査とまったく同じ形式で学位取得に対する全般的な満足度を

尋ねているので，学位授与直後と，数年が経過した後での（実際には学位授与から1年未満の

者も存在するのだが）満足度の変化を示すことができる。そこでその結果を表したのが図表

4－11である。結論からいってしまうと，学位授与直後比較して満足度が低下している人が多

い。したがって全体としても満足度は低下している。直後調査では 66.2％が「大変満足」，

29.5％が「まあ満足」としており，学位取得に対する満足度はきわめて高かった。しかし，フ

ォローアップ調査では「たいへん満足」とする者は32.7％と大きく減少し，「まあ満足」とあわ

せても83.1％へと低下している。それでも80％以上の人が満足としているのだから満足度は依

然として高いレベルにあるとはいえる。とはいえ２時点間で満足度が低下した人が45％に達し

ているのである。とくに直後調査では「大変満足」「まあ満足」と回答していたにもかかわらず，

フォローアップ調査において「どちらともいえない」「やや不満」「かなり不満」としたものが，

全体の15％存在していることは，注目すべきであろう。直後調査における満足度がきわめて高

いためでもあるが，反対に満足度が上昇した者は7％ほどしかいなかった。学位取得直後の時

点では，取得の達成感によって非常に高い満足感を示したものの，その後，学位を取得したこ
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との具体的な便益を実感することが少ないがために，フォローアップ調査における満足度が低

下しているのだと考えられる。

そこで，満足度が低下したのはどのような人であるのかをみてみよう。ここでは直後調査に

おいて「大変満足」「まあ満足」としていたにもかかわらず，フォローアップ調査で「どちらと

もいえない」以下とした者を「著しく満足度が低下した人」，それ以外の満足度が低下した人す

べてを含んだ人を「満足度が低下した人」と表記することにする。

はじめに，11グループ（専攻分野）による違い（図表4－12）をみると「著しく満足度が低

下した人」は⑥高専：「工学」，5「芸術」にやや多い。ただし「満足度が低下した人」は11

グループによる差はなく，どのグループにおいても同じように低下していることになる。もち

ろん前章の分析にも示されているとおり，学位取得の満足度を規定するのは専攻分野だけでは

ない。ここではその他の要因による影響を統計的にコントロールして考慮するため，ロジステ

ィック回帰分析を用いて，どのような人が満足度の低下する確率が高いのかを見ることにする。

説明変数に用いるのは，11グループ（8「保健衛生」を基準とするダミー変数），申請時職業

（有職= 1，学生= 0のダミー），性別（男性= 1，女性= 0のダミー），学位授与からの年数，そし

て学位取得の動機である。学位取得の動機については，「自分に有益」から「資格取得に必要」

までの5つの項目について，○をつけた場合を1としたダミー変数である。

図表4－13は「著しく満足度が低下した人」および「満足度が低下した人」それぞれについ

ての結果を示したものである。まず「著しく満足度が低下した人」についてはクロス集計の段

階でみられた11グループ間での有意な差はなくなる。他の要因についても，申請時に有職者で

あった者が満足度の著しく低下する確率は低く，反対に学位取得からの年数が長い人ほどその

確率が高くなる傾向にあることがわかるが，いずれも5％水準においては有意な差があるとは

いえず，またモデル全体の説明力もよくなかった（p =.096）。一方，「満足度が低下した人」に

ついては，学位取得の動機によって満足度の低下する確率が異なることがわかる。「就職や転職

に有益」を取得動機にした人は満足度の低下する確率が高く，反対に「進学に必要」を挙げた
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人においては，その確率が低くなることが示されている。前節の分析結果に示されているよう

に，「就職や転職に有益」であることを期待して学位を取得したものの，実際には就職や転職に

役に立たなかったと考えているものが多いこと，反対に「進学に必要」を挙げた者については，

実際に大学院への進学において有効であった，もしくは今後の進学の可能性が開かれたことに

よって学位取得時点での高い満足度が維持されているものと考えられる。

続いて，学位授与機構における学士の社会的評価を尋ねた問4をさらに説明変数に加えたモ

デルの結果を提示しよう（図表4－14）。なお，ここでは「他の大学卒業生と同等」（他の大学

卒業生以上を含む）を基準としたダミー変数として投入してある。「著しく満足度が低下した人」

および「満足度が低下した人」ともに，学位授与機構における学士の社会的評価が「他の大学

卒業生と同等」とした人と比較して，「大卒と短大・高専の中間」，「短大・高専卒と同等」，「そ

の他」とした者において，いずれも満足度が低下する確率が有意に高くなっている。「その他」

の具体的な内容としてもっとも多かった回答は，学位授与機構の知名度が低いため比較できな

い，あるいは「学位の取得」と「卒業」は次元が異なるため比較できないというものであり，

いずれにしても「大卒と同等」とする者よりも低い評価であると考えてよい。なお，他の変数

（要因）と満足度の低下との間の影響関係に変化は生じなかった。もちろん，満足度の低下を学

士の社会的評価に対する「意識」によって説明することがトートロジカルであることは否めな

いが，満足度の低下した要因が，専攻分野や学位取得者の社会的属性による構造的なものでは

なく，各人が学位を取得したことによってどのように扱われたかという個別の事情に専ら依存

していることは注目すべきであろう。一般に，「学士の学位を取得すること」と，「大学を卒業

すること」とは区別されていないため（少なくとも学位授与機構が設立する以前は同値であっ

た），大学卒業以外のルートで取得された学位の評価が困難であること，つまり「学位を取得す

ること」の意味が社会的に定まっていないことを示していると考えられるのである。
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4.5 まとめ

本章では，直後調査のデータをフォローアップ調査とともに利用することにより，パネルデ

ータの特性を生かした分析を行ってきた。まず前半においては，学位取得の動機に応じて，学

位取得に対する評価を再計算し，目的別に学位の取得が役立っているのかどうかをみた。前章

における同一項目に対する回答の結果と比較すればわかるように，目的別にみた場合は各専攻

分野における「平均的な」学士に対する評価よりも高く，各人がある程度まで合目的的に学位

授与機構における学士取得制度を利用していることが示された。ただし，「職場での地位・評

価・給料の上昇」や「就職や転職に役に立った」については，取得動機別にみた場合でも，肯

定的評価をもつ者が過半数に満たず，期待通りの成果が得られていない者も多いことが示され

た。後半部においては，直後調査時点での学位取得に対する全体的な満足度と，フォローアッ

プ調査時点での満足度の変化に着目し，取得直後のきわめて高い満足度が低下していることを

示した。さらに，満足度低下の要因を多変量解析を用いて明らかにすることを試み，「就職や転

職に有益」であることを目的とした者で満足度が低下する確率が高く，反対に「進学に必要」

を挙げた者においては取得時の高い満足度が維持されていることを示した。このことは，前半

部分にて示したように，「就職や転職に有益」であることを目的に学位を取得した者において，

期待していたような成果が得られなかったためであると考えられる。さらに満足度の低下は，

専攻分野や授与者の社会的属性の違いによらず一律に生じているのであって，そうした構造的

要因ではなく，むしろ学位取得後，その学位が職場などでどのように扱われたのかの個別の事
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情によって引き起こされていることも示された。本章における分析結果を通していえることは，

現段階においては「大学を卒業すること」とは別に，「学位を取得すること」に対する社会的な

評価が定まっていないことである。その原因の一つとして，学位授与機構を利用して学位を取

得する者が，きわめて特定のグループに偏っていることもあって，一般的な知名度が低いこと

によるところが大きいと思われる。「大学を卒業すること」（＝一定の教育課程を修了すること）

と，「学位を取得すること」との関係を整理し，その社会的な位置付けを明確にすることが求め

られているのである。 （濱中）

5．自由記述回答の分析

5.1 分析の方法

本章では，本調査での設問のうち問6－1から問10までの，自由記述での回答を求める7つの

設問に対する回答を分析する。分析に際しては，原則として，回答者が各設問に対して独自に

作成した回答文すべての内容から，典型的な事項を各設問ごとに30から40項目ほど設定し，こ

れを分析のための項目として各回答文中にそれら各項目が含意されているか否かを1件ずつ調

査するという方法を採用した。このとき，無回答のものと，設問の内容を誤解していることが

明白なもの，明らかな事実誤認に基づく回答は排除して，残りを分析の対象となる回答とした。

また，各回答中において，用意された分析の項目のうち複数にまたがる含意を持つものは，1回

答あたり複数の項目を満たすものとして処理した。以上がここで採用した分析の方法であるが，

問9に関しては上記の方法とは異なる分析方法を採用した。これについては後に詳しく述べる。

次項以下は，上記の方法で抽出した分析のための項目のうち，特に回答が多かったものにつ

いて，3章ですでに述べた，回答者が構成する11のグループごとに分類して表に示し，各設問

ごとの回答の傾向の違いを述べたものである。なお，各表中回答者数としたのは，各設問ごと

に，分析の対象となる回答を示した回答者の実数である。

5.2 単位履修に対する意見・感想

設問：問6－1 機構の定める要件を満たすための単位履修について，あなたのご意見，ご感想

を自由にお書き下さい。
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ここでは，学位を授与されるための要件である124単位以上を，おのおのが選んだ専攻の区

分ごとに定められたスキームに沿って履修するという制度について，授与者の意見・感想をき

いている。取得単位数について定められたスキームとしては，まず，すべての専攻の区分に対

して共通の要件として，専門的科目，専門関連科目についておのおの最低限満たすべき単位数

が設定されているということ，また外国語の単位を取得しなければならないということ，さら

には大学の単位を最低16単位取得しなければならないということがある。これに加えて，専攻

の区分ごとに，独自の要件，すなわち実験や実習，演習などの単位を必修としたり，特定の内

容に関する科目の単位の取得を必須としている場合もある。これに対して，回答の分析を試み

ると，全体的には「現行制度でよい」（21.9%），あるいは履修を通じて「知識を得た，学修に対

する刺激を受けた」（16.9%）というような積極的な評価が目立っている。ただしその反対に

「申請区分が不明瞭で，不安を感じた」という感想をもつ回答者は1 2年制短大：「人文・社会」

から!1「その他」までの全グループに分布している。これは，取得した単位を，上記の専門的

科目か専門関連科目ないしは専門以外の科目の単位として，あるいはこの3分類の下位概念と

して設けられた特定の内容の科目の単位として申請者本人が申請時に分類して，審査を受ける

べく機構に申告するという手続きの際に，その分類の当否に不安を感じたという意見である。

この趣旨の回答の中では，機構が提示する要件に沿って単位履修を開始しようとするときに，

分類の当否に確信がなかったためにいわば「保険」として，規定の要件を満たす以上の単位数

の履修を行ったとするものも散見された。この項目に関連して，単位履修に関して「機構から

の申請以前のアドバイス」（4.5%）を求める意見も，短大を基礎資格とする者を中心に分布して

いる。なおこの「申請区分が不明瞭で，不安を感じた」という項目は6高専：「工学」におい

て極端に低い構成比を示しているが，これは回答者の大多数が申請時に所属していた専攻科で，

単位履修やその後の申請について指導が行われているためであると考えられる。

単位履修が「忙しかった・たいへんだった」（14.5%）とする者も，1２年制短大：「人文・

社会」から9「大卒・中退」までに分布している。これは回答者の多くが申請時に専攻科学生

であったり職業を持っていたりしたために，本来の通学先での学修や勤務先での業務に加えて，

単位履修を行っていたためであると思われる。したがって履修すべき科目の選択にあたっても，

本来の学修や業務のスケジュールを優先せざるを得ないために，科目の内容よりも開講時間を

基準に判断することも多くなるようである。このような事情が「要件を満たすために不本意な

単位履修も行った」（5.2%）という意見や，「履修先が限られ不便・不公平」（5.1%）という意見

につながっていると思われる。ただしこれらの項目に関しては，回答者の学修時の居所の地域

性など，他に勘案すべき要素があると考えられる。また，表外の回答としては，大学が科目等

履修に対して無理解（22名），専門科目の履修の機会が限られる（11名），実験・実習科目の履

修の機会が限られる（9名）などの感想が寄せられ，科目等履修の環境は万全とはいえないケー

スもあることがうかがい知れる。
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5.3 単位履修先選択理由

設問：問6－2 科目等履修生で単位を修得した方に関しては，なぜその履修先（放送大学など）

を選択されたのか，その理由をお書き下さい。

ここでは，前項につづいて学位申請のための単位履修について，大学での科目等履修制度に

よって履修した者に限り，その履修先選択理由を聞いている。最も比率が高いのは「自分のペ

ースで学修できる」（30.5%）という回答である。これはとりわけ，申請時に職業を持っていて，

放送大学を利用した者の比率が高いことが明らかになっている7 ３年制短大：「看護」と8

３年制短大：「保健衛生」の両グループに多く見られる。また，6高専：「工学」においては

「専攻科の規定や指導」（70.7%）とする回答が圧倒的な高率を占めている。これに対して1

「人文・社会」から5「芸術」までの，２年制短大卒業を基礎資格とするグループでは，基礎資

格となった短大ないし所属する専攻科と系列関係にある大学，すなわち「併設校」での履修の

比率が一様に高くなっている。また，7「看護」と8「保健衛生」の，医療系のグループのな

かには，学位申請時に勤務していた病院と同系列での大学で履修したとする回答も散見された。

この設問への回答を概観すると，科目等履修先大学の選択においては，学修上の便宜が優先

されている実態が見て取れる。

5.4 学修成果・試験に対する意見・感想

設問：問7－1 学修成果（レポート・作品）の提出や試験について，あなたのご意見・ご感想

をご自由にお書き下さい。

2章ですでに説明したように，機構から学士の学位を授与されるには，本章2節で述べた単位
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に関する要件と，学修成果の提出・試験の合格という要件の二つの要件を満たさなければなら

ない。ここではその学修成果の提出と試験に関して意見・感想を聞いた。

2節で扱った単位履修に対する意見・感想と同様に，学修成果・試験についても「現状でよい」

（27.7%），「学修成果の完成や試験そのものが勉強になった・自信につながった」（16.9%）など

という積極的な評価が目立つ。それらに続いて「試験会場が不便」という意見も比較的高率

（12.6%）を占めている。機構の試験は原則として全国2カ所，東京と大阪で行われるが，申請

者の居所は全国に広がっているので，このような意見が多く出たものである。また，5 ２年制

短大：「芸術」のグループで作品を提出した者はそれについて面接試験を受けるが，面接試験

は東京１会場で行われるため，この項目に対する5「芸術」の比率が特に高くなっている

（23.4%）。

さらに，学修成果や試験について詳細な「フィードバック」（11.8%）を求める意見は!1その

他のグループをのぞく全グループに，「学修成果提出前に何らかの指導ないし機構からの事前審

査をしてほしい」（7.0%）とする意見は⑩大学院飛び級のグループをのぞく全グループに見られ

た。特にフィードバックについては，最終的に学位を授与されたのが2度目以降の申請で，過

去に学修成果・試験が不合格となって結果的に学位授与が否とされた経験を持つ回答者に，以

前の学修成果や試験がどのような評価を受けたのか，詳しいコメントが欲しかったという回答

が目立った。また，最初の申請で学位を授与された回答者からも，双方向のコミュニケーショ

ンを求める意見が寄せられている。さらに，後者の事前審査を求めるという回答に関連して，

「学修成果の要求水準がわからず不安を感じた」（6.7%）とする感想も見られた。

5.5 学修成果のテーマ設定の理由

設問：問7－2 学修成果（レポート・作品）のテーマは，どのようにして設定されたのか，お

書き下さい。

ここでは5.4に関連して，学修成果のテーマを設定するに至った経緯をたずねている。この設

問に関しては，自由回答でありながら全体的に凝集性の高い回答が得られた。すなわち大多数

が，「学修上の興味から設定」（31.9%），基礎資格にあたる高等教育機関での卒業論文のテーマ

などの「従来の学修テーマと同じテーマ」（30.0%），「仕事上の興味から設定」（25.1%）および

「指導教官・上司の指導による設定」（19.0%）の４種類のいずれか１項目以上を回答している。

グループ別に見ると，1「人文・社会」，3「家政」，4「教育」，5「芸術」のグループでは

「学修上の興味から」が高率を占めている。これらは回答者本人の興味以外に学修の内容を規定
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するような強い要因を持たないグループであるとも考えられる。また2 ２年制短大：「工学」

と⑥高専：「工学」では「指導教官・上司の指導」が高率を占めているが，実際には上司の指

導という回答はあまり見られず，そのほとんどは指導教官の指導である。

また，11のグループの中では際だって有職者の比率が高い7「看護」と8「保健衛生」の医

療系のグループと，9大卒・中退者のグループでは，他のグループに比して「仕事上の興味か

ら」設定したと回答する者の割合が高くなっている。また7「看護」と8「保健衛生」のグル

ープにおける「指導教官・上司の指導」という回答の中には，回答者が属する医療チームの医

師の指導を受けたという回答が含まれている。さらに⑩大学院飛び級のグループでは，「従来の

学修テーマ」と回答する者が極めて多い（83.3%）という顕著な特徴を示している。

この設問に対する回答からは，機構からの学位授与者が，多様な環境で学修して，学位を申

請していることがうかがい知れる。

5.6 申請手続きに関する意見・感想

設問：問8 申請手続きについて，あなたのご意見・ご感想をご自由にお書き下さい。

図表5－5からも見て取れるように，この設問に対する回答においては，グループごとの傾向

はあまり明らかにはなっていない。ここで問われている申請手続きについて説明すると，機構

への学位申請は，書類の郵送によっている。必要書類としては，機構が定める書式による学位

授与申請書，基礎資格にあたる学校の卒業証明書，本章２節で説明した単位修得状況等申告書，

申請者が履修した単位に関する単位修得証明書などの提出が義務づけられている。このうち，

回答者の関心が集中したのは単位修得状況等申告書の作成に関してである。これは申請する単

位を上記の基準に沿って分類した上で取得年代の古い順に記入するもので，これについて「面

倒・わかりにくい」という感想が，1から!0までのグループに高率で出現し，全体でも72.0%

となっている。また，「科目の分類の当否に不安を感じた」（14.9%）という感想も多く見られた。

ただしこのような感想に対して，申請手続きを「適切」とする回答者（6.3%）のなかに，「科目

の分類は学修の一環である」とする意見が散見されたことも看過できないだろう。また，表外

の回答として，専攻科での指導などをうけずに独自に単位修得状況申告書を作成するのは困難

であると思われるとする回答が，専攻科を経た回答者を中心に33名，申請においてインターネ

ットなどの電子メディアを用いることをすすめる回答が17名から寄せられた。
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5.7 基礎資格を設けない制度案に対する意見

設問：問9 現在，短期大学・高等専門学校などの基礎資格を設けず，学士学位授与に必要な

124単位すべてを科目等履修生制度によって修得できるようにする単位累積加算制度について議

論されています。あなたはそうした新たな制度をどう考えますか。ご意見・ご感想をご自由に

お書き下さい。

この設問は，平成10年の大学審議会答申においても，その導入の検討が答申された単位累積

加算制度について，現行の高等教育の制度下で最もそれに近い学修の経験がある者が集団とし

て存在する機構からの学士授与者に対して意見を求めることを意図したものである。本調査で

はこの設問のみが，所与の論点に対する回答者の意見を限定的に引き出すものとなっている。

したがってこの設問に対する回答の分析に関しては，分析の対象となったすべての回答を，そ

の内容から「賛成」「反対」「どちらともいえない」「わからない」の4項目に分類した。その結

果は図表5－6にあるとおり，全体の73.8%が「賛成」，17.5%が「反対」に分類しうる意見を表

明した。また，前節で見た設問と同様に，この設問に関してもグループによる顕著な意見の違

いは見られなかった。

ここでは上記のように，新制度に対する基本的な意見をさきの4種類に分類したが，実際の

回答様式は自由記述であるために，上記4分類の意見に付随する意見・感想も得られている。

そこで，基本的な意見を「賛成」とする回答者についてその下位の意見・感想をみると，生涯

学習の推進力として歓迎すべきである，あるいは学士の学位取得の機会の均等化の方途として

好ましい，などという意見（287名）や，社会人にとって有用な制度となりうる（50名），大学

改革・大学開放につながることが期待できる（14名）などという積極的な評価が多く得られた

反面，学位の質を維持すべきである（70名），新制度に対応した評価方法を開発する必要がある

（32名），科目等履修生制度に対する大学の意識を高めるなどして学修の機会を確保する必要が

ある（26名），あるいは大学卒業によらない学士の学位取得制度に対する社会的認知を高める必

要がある（40名）など，新制度導入の条件を指摘する回答が多数得られたことは注目に値する。

また，「反対」とする回答者の下位の意見としては，賛成意見と同様に学位の質の低下を懸念す

るという意見や（57名），仮にすべての単位を科目等履修生として修得した場合，教育の場にお

ける人格の陶冶や人脈の形成が期待できない（28名）とする意見などが見られた。さらに，基

本的な意見が賛成であるか反対であるかに拘わらず，みずからの学修の経験をふまえて「124単

位を科目等履修で積み上げることは困難である」とする意見を表明する回答者が36名あった。
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5.8 機構の制度全般への意見・感想

設問：問10 学位授与機構の学士学位取得の制度について，ご意見・ご感想がございましたら，

ご自由にお書きください。

最後の設問では，特にカテゴリーを設けず，機構の学位授与制度全般についての意見・感想

を求めた。回答が多かった項目としては，「有意義な制度である」あるいは「学位を取得したこ

とに満足している」とする意見が，全体で最も高率の41.5%を示す一方で，「社会的認知度が低

い・認知度向上を望む」（35.0%）とする意見が，同様の高率を占めている。またそれと関連し

て，「機構から得た学士は待遇の向上・資格試験の受験要件などにつながらない」（7.1%）とい

う回答が続いている。これに比して，表外の項目であるが「待遇の向上につながった」とする

回答は全体の0.9%の低率に留まっていて，大学卒業と同じ学士の学位が機構の制度を通じて得

られる制度に対する社会的認知度の低さがあらためて顕在化する結果となった。これらの回答

以下，実際に職業・学業上の新たな進路を選択したという回答と，その可能性を得たとする回

答をあわせた「進路が拓けた」という回答（6.9%），単位の積み上げと学修成果の評価・試験に

よる修士・博士の学位取得の制度の設置を望むという意見（6.8%）が続いた。またこれ以下の

回答としては，機構の学士制度は大学以上の厳正さであり，申請者には学修に対する高い意識

が求められるとする回答（28名）や，これまでは社会的認知度が低くても，現在知られつつあ

るところである，または今後役に立つという回答（13名）や，社会的認知の如何は学位を授与

された側の今後の活躍次第であるとする意見（14名）にも注目したい。 （森）

5.9 まとめ

以上，単位等履修に対する意見・感想，科目等理由先選定理由，学修成果・試験に対する意

見・感想，学修成果のテーマ設定の理由，申請手続きに対する意見・感想，基礎資格を設けな

い学位授与制度案に対する意見・感想，機構の制度全般への意見・感想という7つの設問につ

いて，回答者の属性ごとに11のグループに分類して分析してきたが，ほんらい基礎資格の種類

と専門分野の種類から導き出されたこれらのグループは，主に学修の内容と学修環境に関連の

深い前四者の設問に関してそれぞれの特徴を顕著に提示するということがいえるだろう。残り

の三者，すなわち申請手続き，基礎資格を設けない学位授与制度案，機構の制度全般への意

見・感想については，全体的な傾向と特に相反する傾向を示すグループはなかった。

さらに，本調査の自由記述による回答から得られた知見としては，まず，授与者の多くは機
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構の制度の意義を認め，授与に満足を感じている反面，社会的認知度の低さなどの問題が残さ

れているということが挙げられる。また，機構からの学位授与を目指す学習者には，学修面と

事務手続きの面で何らかの援助を行うシステムが求められていること，また学位を授与されて

以降に，あるいは授与されなかったときに，学修成果や試験の結果に対して機構から詳しい評

価を通知することが望まれていることが指摘できる。さらに，現在大学審議会の提言を受けて

検討事項となっている単位累積加算制度に関しては，回答者の７割以上が機会の拡大であると

して賛成の意思を表明しつつも，その実施については授与される学位の質の維持，非伝統的な

学修の機会の確保など，何点かの留保が加えられたことも銘記すべきであろう。 （森）

6．おわりに

以上，本稿では発足時から平成9年度までの学位取得者を対象とした「フォローアップ調査」

を中心として，彼らの学位取得後の動態と意識を考察してきた。最後に，これまでの知見を整

理し，今後の学位授与機構の展望と課題をまとめておきたい。

「フォローアップ調査」による学位取得者の現況としては，学位取得からのキャリア・パス

は不明ではあるものの，大まかな移動からすれば他業種間の移動はあまり見られないが，専攻

科の学生などの大学院への進学者は少なくない。今後のアンケート調査では，具体的な業種な

どを尋ねることによって，より詳細なキャリア・パスをたどることも必要となってくるかもし

れない。また，学位取得の意義の分析からは，「キャリア・アップ」という職業上での達成感，

「自己評価」の向上，仕事上で必要な知識や教養の獲得，将来の「選択肢の拡大」という面での

効果などの点で学位を取得した効果があったようだが，その「満足度」の高低に如実に現れて

いるように，いずれの点でも基礎資格と専攻分野ごとに少なからぬ差異が認められた。こうし

た差異は，基礎資格―専攻分野ごとの特徴によるものであることは言うまでもなく，同時にそ

うした相違は専攻分野ごとの労働市場のメカニズムや雇用形態などと深く結びついているもの

と考えられるが，学位取得後の実際の職場での個別の調査については今回行っておらず，今後

の課題として残されている。機構の学士学位の社会的評価としては，約３分の１のものが「大

卒同等」，4割以上が大卒と高専・短大の中間としており，機構の社会的認知が低いにも関わら

ず，ある意味では，相当の評価を受けていると言えるかもしれない。また今後の計画としては，

大学院進学を希望する者が１割以上おり，機構が授与した学位が効果的に機能していることが

うかがわれた。

フォローアップ調査に加え，「直後調査」によって，学位取得の動機や取得直後の満足度を利

用して，学位取得者の動態と意識の変容を分析した結果としては，学位取得者はある程度まで

合目的的に機構における学士制度を利用していることが明らかとなったが，「職場での地位・評

価・給料の上昇」や「就職や転職に役に立った」という学位取得の意義については，取得動機

別にみた場合でも肯定的評価をもつ者が過半数に満たず，期待通りの成果が得られていない者

も多いことが示された。また，直後調査時点での学位取得に対する全体的な満足度と，フォロ
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ーアップ調査時点での満足度の変化に着目してみると，取得直後のきわめて高い満足度が低下

していることがわかったが，その低下は専攻分野や授与者の社会的属性の違いによらず一律に

生じており，機構の学士学位が実際の職場などでどのように扱われたのかという個別の事情に

よるものであることがうかがわれる。また，取得動機別に見てみると，「就職や転職に有益」と

した者では満足度が低下する確率が高く，一方で「進学に必要」と回答した者では取得時の高

い満足度が維持されており，このことは，「就職や転職に有益」であることを目的に学位を取得

した者において，期待していたような成果が得られなかったためであると考えられる。

さらに，フォローアップ調査での「自由記述」回答から，学位授与機構の学士制度を様々な

フェーズで考察した結果としては，多くの授与者は機構の制度の意義を認め学位授与には満足

しているものの，機構自体の社会的認知度の低さについては不満が多く，そうした社会的広報

の課題が残されていること，また学位取得を目指す学習者に対しては，学修面と事務手続きの

面で何らかのサポートシステムの必要性があること，また学修成果や試験の内容に対するコメ

ントなどが望まれていること，などの点が明らかとなった。

以上，昨年末に機構が発足して以来初めて行った包括的なフォローアップ調査を中心に，そ

の分析結果を整理したが，今後の課題としては，自由記述の回答に特徴的に表されているよう

な，いわば「需要」サイドの意見・要望を取り込む形で，機構の制度自体が改革・改善されて

いかなければならないであろう。またその学位授与制度を評価・調査する立場からは，専攻分

野に応じた労働市場や雇用形態などとの関連において，実際の職場における機構の学位の意義

や扱われ方に関して，産業別・業種別のフィールド調査を実施する必要があることも指摘でき

る。また，機構の学士学位は，直接的には大学院進学に有効であり，またそうした学位授与者

も実際に少なくないわけだが，実際に大学・大学院側が機構の学士についてどのように受け入

れ，また大学院進学者はその後どのようなキャリアを経ているのか，などについてインテンシ

ヴなインタビュー調査などが必要だろう。加えて，短大や高専の専攻科を基礎資格とする学生

が申請者の多くを占めることからすれば，短大や高専への機関調査も，今後の申請者の動向を

見極める上でも不可欠である。 （橋本）

注）

1 森　利枝「学位授与機構学士取得者に関する予備調査結果」『学位研究』第4号，1996。な

らびに，橋本鉱市「『新しい学士』の現状と課題－学位授与機構による学位取得のプロフィ

ール－」『学位研究』第9号，1998。

2 各年度版『学位授与機構の概要』，ならびに『短期大学・高等専門学校卒業者などに開かれ

た　新しい学士への途』など。
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［ABSTRACT］

Experiences and Opinions of the Degree Earners from NIAD:

With Reference to Follow-Up Survey to the Degree Earners

Koichi Hashimoto*

Rie Mori**

Yoshitaka Hamanaka**

The National Institution for Academic Degrees (hereinafter called NIAD) was established in July 1991,

based on the Law concerning the Establishment of National Schools, and awards academic degrees (B. A.,

M.A., and Ph. D) based on Section 3 Article 68-2 of School Education Law. A NIAD degree may be

awarded under two different schemes. One is based on the combination of successful completion of a

program of junior college, college of technology or an equivalent level of education, and credit

accumulation subsequent to the completion of the given program([1]). The other is based on successful

completion of a NIAD-approved program provided by an educational institution which is operated not

under the jurisdiction of the Ministry of Education, Science, Sports and Culture, but under other ministries

and agencies([2]). The objective of this paper is to analyze a follow-up survey to degree earners in category

[1]. In this paper, we examine how a bachelor degree or degrees awarded by NIAD are accepted in the

society or workplace, based on the analysis of degree earners’ experiences and opinions.

Awarding degrees in the category [1] started in 1992.  In the first year, five candidates applied the degree

and only three were granted. But after that, the number of applicants and successful applicants has rapidly

increased. In 1998, the total number of applicants was 1563 (accumulated number 5231) and the number of

successful applicants was 1418 (accumulated number 4607). 

In this paper, we examine the “Follow-up Survey to degree earners” conducted in Oct. 1998 to all degree

earners since the first year up to 1997 to grasp their experiences and opinions after earning degrees. 

First, we look into the mechanism and process of degree awarding by NIAD and profiles of degree

earners (Chapter 2). Then from the outcome of the follow-up survey we examine the current situation of

degree earners and what they think about their situation (Chapter 3) and analyze a change of their

experiences and opinions also by utilizing the survey conducted immediately after graduation (Chapter 4).

Moreover, we analyze answers to the open-end questions and discuss the degree awarding system of NIAD

at a variety of phases (Chapter 5). Finally we analyze those answers to the open-end questions by a sub-

group of basic certificates and concentrations and find challenges for the future (Conclusion).

* Associate Professor, National Institution for Academic Degrees

** Research Fellow, National Institution for Academic Degrees 
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